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1.は じ め に
米国においては企業結合会計処理基準をめ ぐり多年にわた り議論が戦わされて きた。そ して,
2001年に財務会計基準書第141号『企業結合』(以下,SFAS141と呼ぶ)及 び第142号『のれん及び
無形資産』(以下,SFAS142と呼ぶ)の2つ の基準が公表され,持分プーリソグ法の廃止 とのれんの
非償却及び減損テス トの導入という従来 とは全 く異なる規定が設定されることとなった。
そこで本稿においては,持 分プーリング法の廃止の是非について検討を試みる。SFAS141によっ
て会計処理方法が統一化されたわけであるが,す べての企業結合を取得 とみなしてパーチ ェス法を適
用することは果たして妥当な会計処理と言えるのであろうか。そこで第一に,持 分プー リング法が有
している問題点を明らかにし,当該方法を廃止すべきか否かの検討を試みる。そして,第 二に,取得
に該当しないケースはどのように処理されるべきか検討する。会計処理方法の統一化に対 しては慎重
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性が必要であ り,強制的にパーチ ェス法を適用することは,会 計写像の点か ら問題がある と思われ
る。強制的にパーチ ェス法を適用して提供される情報に有用性はあるのであろうか。しかし,代替的
処理方法 として持分プー リング法を適用することには問題があると思われる。持分プー リング法の採
用論拠 となっている 「持分の継続」 という概念に着目し,それがいかほどの意味を有するのかをみて
いく。そのうえで,第三に,代替的な会計処理方法を容認するとした場合,フ レッシュ ・スター ト法
によるべきであると考える点について考察する。「持分の継続」が否定された場合,新 たな会計の基
礎 として会計数値の再評価が必要 となると考える。この会計の新たな基礎を認識することから代替的
処理方法 としてフレッシュ ・スター ト法の妥当性及び適用可能性について検討を行 うことにする。
2.持 分 プー リング法 の問題 点
企業結合の会計処理方法 としては,従 来,パ ーチェス法 と持分プーリング法が使用 されてきた。
パーチェス法 とは,取得企業が被取得企業を購入したもの とみなし,被取得企業を公正価値で評価 し
て結合する方法である。一方,持 分プーリング法とは,結合当事企業の持分は結合前後で変化してい
ないと考え,被取得企業を帳簿価額のまま引き継ぐ方法である。持分プーリング法の容認については
APB意見書第16号『企業結合会計』(以下,APB16と呼ぶ)設 定 当初から問題視されてきていた。
当該方法によれば,被取得企業を再評価せず帳簿価額で引き継 ぐことから様々な問題が生じる。具体
的には,情報有用性,企 業にとってのコス ト負担,経済的な資源配分への悪影響などが考えられる。
また,持分プーリング法そのものの論拠の欠点などが問題点 としてあげられる(JohnsonL.T.et.a1
[1999]pp.1-6)。
第一に,持分プーリング法は,パ ーチェス法に比較 して情報有用性が低 くなる。パーチ ェス法によ
れば,取 得時に被取得企業を公正価値で評価するのに対 して,持 分プー リング法は簿価で評価するこ
とから投資家や財務諸表利用者に対して 目的適合性の点で劣 る。簿価で比較するため,投 資の価値を
示しておらず,投 資後のパフォーマンスの評価やそのパフォーマンスを他の企業 と比較するための情
報が提供されないことになる。また,被 取得企業が有 している未認識の無形資産などが評価されず,
オフバランスされることにな り適切ではないと指摘される。
第二に,持分プー リング法を適用すること自体はコス トがあま り生じないが,全体的にはコス ト負
担が生じるとされる。財務諸表の利用者には,パーチェス法によって作成された財務諸表 と持分プー
リング法によって作成された財務諸表を比較するために分析のコス トが生じる。また,投資家は国際
的な投資活動を行うようになっているが,諸外国では持分プー リング法が禁止又は制限されているこ
とが多 く,米国内と国外 とで企業の業績比較を困難にしている。
また,持 分プー リング法によれば結合後の利益や投資利益率などを大きくすることができるため,
企業は持分プー リング法の適用要件を満たすために公認会計士やコンサルタントに対 して多 くのコス
トを支払うことになるとされる1。これも追加コストとなる。
第三に,経 済的資源の配分への悪影響がある。これは,M&A市 場への持分プー リング法の悪影
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響を意味してお り,持分プー リング法が不平等な競争市場を生み出すことになるとされる。持分プー
リング法を適用できる企業は,投 資の額及び投資の成果を報告する必要がないことから,パーチェス
法を適用する場合よりもより高い対価をターゲ ット企業に支払うことができるためである。また,持
分プー リソグ法によればパーチェス法を適用した場合に生じる株価に影響するとされる 「利益に対す
るペナルティー」(earningspenalty)を支払わな くて済むのである2。さらに,持分プー リング法に
よれば結合後の一株当た り利益を高 く報告することができる。
第四に,持 分プーリング法を採用する論拠の欠点があげ られる。持分プー リング法は 「持分の継
続」が存在することから正当化される方法である。けれども,この 「持分の継続」自体に暖昧さが残
ると指摘される。この点については以下で詳述する。
これらの問題点は,持 分プー リング法について一般に批判される点である3。これ らの指摘のなか
で とりわけ重要な問題であるのは,第 一の点である。すなわち,企 業結合時における被取得企業が有
する無形資産のオフバランスの問題である。米国における無形資産の評価への関心は,財 務情報の透
明性を求めることから非常に高まっている4。米国財務会計基準審議会(以 下,FASBと呼ぶ)が 持
分プーリソグ法の廃止を公開草案で提示したときから米国産業界ではこれに対 し強い反対があったわ
けであるが5,これは持分プー リソグ法によれば被取得企業の有する無形資産を公正価値で評価 しな
くともよい という点に深 く関係 しているように思われる。産業構造の中心が重厚長大型産業からソフ
ト産業へと移行 したことを背景に,持分プーリング法は,ソ フ ト産業にとって非常に使い勝手のよい
方法であったのである。持分プーリング法を好む企業 というのは,例 えば,知 的財産やブランドネー
ム,著 作権,顧 客名簿,研 究開発資産などの無形資産を多 く所有 している企業である。持分プー リン
グ法によれば,こ れらの無形資産は簿価で記録され,ま た取得に際 し多 くの無形資産は記録されず,
結合前の価格すなわちゼ ロのままということになる。 これにより,企業は,購 入した無形資産から得
られる利益を報告することができるが,取得 したはずの無形資産を償却する必要はなく,利益への償
却負担が生 じることがないのである。無形資産の公正価値が巨額であれば,当該方法は企業に多 くの
メ リットをもたらすことになる。
そもそも持分プーリング法は,資産を評価増 しすることで顧客に対する電力料金のレー トベースを
高 く設定することを狙いとした電力会社間の企業結合を適切に処理するために認められたという経緯
を有している。 しかし,現在では本来適用される企業結合とは全 く異なる企業結合に対 して適用され
ている状況にある。のれんやその他の無形資産の償却負担を軽減するために持分プーリソグ法を適用
しようとする米国のソフ ト産業を中心とした濫用傾向を考慮すれば持分プーリング法を認める余地は
ないだろう。
それにもかかわ らず,持 分プーリソグ法を支持する老は,対 等合併のケースが存在することをあ
げ,こ れを理由に当該方法を限定的に認めるべきであることを主張している。 日本においても同様の
議論がみられる。特に日本においては,諸 外国に くらべ対等合併のケースが多 く存在することから持
分プー リング法を容認すべきと主張されている。しかし,この 「対等合併」という用語は企業結合の
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実質を示 しておらず,ほ とんど意味がないとされる。醍醐は,取得企業 と被取得企業の色分けが明ら
かな企業結合において,被取得企業の対面に配慮 し,友好的企業結合をピーアールするための常用語
ではなかったかと指摘 し,持分プーリソグ法の適用を批判している(醍醐[2002]pp.7-8)。
日本における近年の事例,例 えばコニカ とミノルタの経営統合や川崎製鉄 とNKKと の統合事例な
どが示すように,そ こには持株会社方式によって統合を図ることで買う側 と買われる側の関係を暖昧
にするという意図がみられる。川崎製鉄は時価総額でNKKの ほぼ2倍 の規模であ り,合併比率は当
初1:0.5であった。 この規模比較からすれば対等 とは言えない。 しかし,「対等」という統合発表後
にNKKの 株価は統合後の割安感から上昇 し,結局は1:0.8での合意 となった。統合後の経営幹部
は,当該統合は,あ くまで対等であったことを強調している。このように,統合企業の経営者が対等
にこだわるのは,会社が買われて消滅するのを嫌い,経営陣や従業員の立場や体裁を気にする傾向が
強 くみられるためである(日本経済新聞朝刊2003年4月18日付け)。
この事例が示すように,企業結合の実態は明らかに合併に当たるものでも形式上の体裁を重視する
日本的な特有の商慣習から会計処理方法の選択に裁量がはた らく場合がみ られる。会計処理は,あ く
まで経済的実態に即して適用 されるべきであ り,世界的な動向との調和化がすぺてではない として
も,日本的な商慣習の存在をいたずらに主張して持分プー リング法の存続を認めることには疑問を抱
かざるを得ない。
3.対 等合併の処理方法
持分プー リング法を廃止した場合,問 題 となるのは取得企業が識別できないような企業結合が生 じ
た場合である。取得企業が識別できる場合には,パ ーチェス法が適用できる。しかし,レ アケースで
はあるが,取 得企業が識別で きないような企業結合が存在する。一般に,対 等合併(mergerof
equal)と呼ばれているようなケースである。結合当事企業の相対的規模がほぼ等 しく,合併比率が
1:1になるようなケースを指す。ほ とん どすべての企業結合においては,取 得企業を識別できるこ
とからFASBは,SFAS141でパーチェス法への統一化を規定 したわけであるが,こ のレアケースの
存在 自体は否定してはいない。ご く稀にではあるが取得企業が識別できないケースがあることを認め
ている(SFAS141B,par.38)。そこで,以 下では第一に,こ れらのレアケースを無視 し会計処理方
法をパーチェス法に統一 し,代替的処理方法を認めるべ きではないのか という点を検討する。そ し
て,第二に,代替的処理方法を認めるとした場合,持 分プー リング法に代えてフレッシュ ・スター ト
法が妥当であることを検討 していくことにする。
第一に,会 計処理の統一化に関する問題点を検討しよう。周知のように,SFAS141によって,会
計処理方法はパーチェス法に一本化された。その背景には,2つ の処理方法を認めることの弊害があ
った。具体的には,処理方法の選択における経営者の恣意性の存在,識 別基準を設定する困難性,比
較可能性などが挙げられる。つまり,一つの会計事象に対 して複数の処理方法が認め られていたこと
から,経営者に処理方法に関する選択の余地を与えることになる。また,異 なる会計処理方法を適用
一196一
する取引に明確かつ恣意性のない境界を引 くことは困難であるという理由がみられる。さらに,経 済
的に類似する取引について異なる方法が適用されることにより,全 く異なる財務諸表を生み出すこと
にな り比較 可能性がない ことが問題 となっていた。(SFAS141B,par.27)。そ して,FASBは,
APB16設定以来,識 別基準の設定をめ ぐる問題 に多大な時間を割いてきた という経緯 も存在する。
よって,代替的処理方法を排除し,すべてに同一の処理を適用する方向を打ち出したのである。
しかし,会計処理における経営者の恣意性は,一 つの会計処理方法にしたところで完全に解消され
るわけではない。パーチ ェス法を適用する際にも,取得企業の決定にあたっては裁量の余地が生 じる
ことになる。また,仮 にフレッシュ ・スター ト法に統一 したとしても,個別資産 ・負債の公正価値の
見積り,それからのれんの償却について経営者の裁量がはたらく余地は存在する。 この点に関し川本
(川本[2002]p.79)は,傘業結合か ら裁量をなくすために基準を一本化すればよいという議論は,
会計記録が取引の性格や既存のフレームワークとは適合 しなくなる危険が見逃せなく,い くら恣意性
が排除できても,か えって会計測定全体に対する信頼性を損なうのでは意味がないとしている。
会計処理方法を統一すべきか,代 替的処理方法を認め るべきかに関してはG4+1[1998]のポジ
ション ・ペーパー 『企業結合会計処理方法を一つに収徹するための勧告書』(以下,ポ ジション ・ペー
パーと呼ぶ)で も検討されている。特に,ポ ジション ・ペーパーでは財務諸表の利用者の立場から比
較可能性の点に着目し会計処理方法の統一化の検討を行っている。それによれば,代 替的処理方法を
認めると,処理方法の違いから生じる会計上の相違点が財務諸表の利用者を混乱させる可能性がある
ため問題であるとしている。そのような混乱は,利 用者が習熟している国内基準 との調整開示がなさ
れていない場合により顕著となる恐れがある。このようなケースでは,利 用者は会計処理の相違によ
る影響を算定するためにコス トを負担しなければならな くな り,その数値も大まかなものにならざる
を得ないだろうと指摘する(G4+1,par.5)。とりわけ,企 業間での比較可能性に支障をきたすとい
うのがここでの主張である。つまり,外国のGAAPと 自国のGAAPとが異なる場合,調整開示を無
視し両者を比較するというリスクが生じ,また,各 国間で基準が異なることから利益測定に不平等が
生じているとしている(G4+1,pars.7-8)。よって,こ れ らの問題点を回避するために統一的な方
法が適用されるべきであるとする。
けれどもこの ような理由によって会計処理を統一することに問題はないのだろうか。特に,取 得企
業が識別で きないようなケースが稀であるからといってこのケースを無視 し,半ば強制的にパーチェ
ス法で処理 した場合,会 計の写像 という点から問題が生 じると考える。経済的実態を表そうとした場
合は,一つの処理方法によって会計処理を行 うよりも代替的処理方法を認めた方が目的適合的である
ように思われる。
財務諸表の利用者の観点からも,や はり代替的処理を認めるべ きであると考える。会計処理方法を
単一にすることが必ずしも利用者の有用性を高めるものではない。財務諸表の利用者の立場から財務
報告の目的適合性 と有用性に関する問題に取組んでいたAICPAが1994年に公表 したr事業報告革命
一利用者志向』は,この点に言及 している。
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それによれば,パ ーチ ェス法を支持する者 と持分プー リング法を支持する者が存在することは事実
であるが,大半の利用者は,2つの方法の存在は,利用者の財務諸表分析にとって大きな障害 とはな
っていないとしている。 どちらかの方法を廃止するためのプロジェク トは,大 きな論争を巻き起 こし,
FASBは相当量の時間 と資源を必要 とするが,最終的には,財 務諸表の有用性に大 きな改善はみ ら
れない。それよりも,利用者は企業結合に関する開示を充実させることを求めている(TheJenkins
Report[1994],pp.116-117)。
複数の会計処理方法が認められている場合,財 務諸表利用者にとっては,い ずれの処理を採用 した
か,ど のようにその数値が導 き出されたのかに関する情報が開示 されることがより一層重要 となる。
それらの情報を開示することにより比較可能性は保持することができると思われる。すべての企業結
合に対して強制的に一つの処理方法を適用 し会計の写像性を失うより,代替的処理方法を認め十分な
開示を行うことが重要であると考える。これ らの点を考慮すれば,会 計処理方法を一つにすることは
必ずしも妥当な方法ではないと言える。
そ こで第二の問題点 として,代 替的処理方法 を認める場合,持 分プー リソグ法 とフレッシ ュ ・ス
ター ト法のいずれの方法によるべ きか検討されなければならない。以下,こ の点について検討してい
くことにする。
持分プー リング法を支持する者は,レ アケースである対等合併の存在を強調 し当該方法の採用を主
張する。すなわち,取 得企業が識別できないような場合,そ れは,結 合当事企業両者の 「持分の継
続」がみられると考えるのである。持分の継続 とは,企業結合が株式によって行なわれた場合,そ れ
により所有主持分に変化は生 じておらず,企業結合の前後でそれぞれの株主のリスクと便益に変化が
生 じていないことを意味 している。企業結合によっては,株主構成が変化するだけであり,投資の継
続性が断たれるわけでもな く,事業内容に変化 が生 じるものではないとみなすのである。このことか
ら,企業結合に際して被取得企業を再評価する必要がないというのが持分ブー リング法の論拠となる。
しかし,こ こで疑問となるのは,対 等合併において 「持分の継続」が認められるのかどうかという
点である。つまり,結合の前 と後で株主の リスクと便益に関 して変化は全 く生じていないのかという
ことである。変化が生 じていないことが証明できれば,持分プーリソグ法の適用は可能であるが,そ
れが証明できない場合は,持 分プー リング法は適用できないことになる。なぜなら,持分が継続 して
いることが持分プーリング法の大前提 となっているからである。
持分が継続しているか否かを判断するためには,形式的には次の事象に依存することになろう。た
とえば,企 業結合による対価形態,議 決権の交換割合や結合後の経営者の支配構成などである。所有
主持分が合体された結合後の企業においても所有主持分が継続しているためには,対 価が株式である
ことが必要である。 よって,持 分プー リング法を適用するためには,90%の議決権付普通株式の交
換が要件(APB16,par.47),といった人為的な判定基準 も生まれたのである。また,企 業結合前後
でリスクと便益に影響を及ぼさない点を重視することから議決権の行使が制限されないことや個々の
株主間の持分比率が変化しないことも重要な適用要件となる(APB16,par47)。
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しかし,対等合併においては,持分の継続はもはやみられないと考えた方が適切であると考 える。
この点に関するJohnsonの指摘は大変有用である。Johnson(JohnsonL.T.et.al[1999]pp.4-5)
は,対 等合併によれば大規模な事業の再編が生じていると考えるのが妥当であると主張する。持分は
結合後に変更されるであろうし,ターゲット企業の両方の株主は,結合後の企業が彼等の投資ポー ト
フォリオに合わないことから売却することを決定するかもしれないと述べている。また,結 合前の持
分が結合後 も継続 していたとしても,それはもはや以前のものとは異なっていると考えられ,結 合前
の企業の株主は,リ スクや結合後の企業に関連 した全 く異なる報酬 にさらされていることを指摘す
る。そして,特 に,対等合併などの規模がほぼ同等の企業同士の結合では,結合により事業体には著
しい変化が生 じた と考え,結合後に全 く新 しい事業体が創設されると考えた方がよいという指摘 もみ
られる(Wyatt[1963]p.72)。いずれにせよ,対等合併においては,持 分はもはや継続しないと捉
える方が実務的な感覚に適合 していると思われる。
「持分の継続」がもはやみ られないとするな らば,持 分プー リング法を支持する論拠は存在 しな く
なる。つまり,結合によって従前の支配関係は一旦断たれ,全 く新 しい企業体が創設されたと考える
べきである。 この点に関するWyattの指摘は示唆に富む ものである。つま り,企業が所有する資
産 ・負債に対する支配に変化が生じているのであればこれを認識すべきとする。つまり,「会計の新
たな基礎」を認識することが必要 となるのである。ここで留意すべきは,所有主持分グループの構成
が毎期変化 していても,会 社が所有 している資産に影響 しないことから会計認識 は必要ない。 しか
し,企業実体が支配する経済的資源が取引によって変化するときには,企業体が支配する新 しい資産
に影響を与えることにな り,この場合に新たな会計の基礎を認識する必要が生 じる。 よって,経営者
が所有する経営資源に変化が生 じた場合には,会 計記録に反映させるための行為が必要になる。その
ため,相 対的規模が同等な企業の結合の場合には,結合後の企業は結合前の企業 と組織や事業が大幅
に変化することが予想されることか ら,新たな企業の出発 としてすべての当事会社の純資産を公正価
値で認識すべ きことにな る。これが 「公正価値 プー リソグ法」(fairvaluepooling)の論拠 となる
(Wyatt[1963]p.72)。
会計の新たな基礎に着 目する考え方は,そ れ以降に公表された文書においても引継がれている。
APB16公表後において,パ ーチェス法 と持分プーリング法の代替的処理方法の適用をめぐっての問
い合わせが審議会に多 く寄せ られたことから6,FASBは基準設定後 まもな くの1976年に討議資料
『企業結合 と無形資産の会計』(以下,1976年討議資料 と呼ぶ)を 公表している。1976年討議資料で
は,会 計の新たな基礎に基づいて企業結合の会計処理方法を分類していることは注 目に値する。第一
に,支配の取得により結合の当事者の一方(被 取得企業)に ついてのみ会計の新 しい基礎が生 じる場
合(newaccountingbasis-combinee)にはそれを反映する会計処理方法が必要であり,第二に,当
事企業がそれ以前 からの活動を継続するために一つになる場合には会計の新 しい基礎は生 じない
(nonewaccountingbasis)とする会計処理方法(持 分プーリング法),第三に,当事企業のいずれ と
も影響の性格や範囲が著 しく異なるような新しい経済的実体を結果 としてもたらす場合には,すぺて
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図1会 計の新たな基礎に基づく会計処理方法の分類
会計の新たな基礎を認識するorしない 取得企業 被取得企業
パーチ ェス法 しない す る
持分ブーリング法 しない しない
フ レ ッシ ュ ・ス タ ー ト法 す る す る
(G4+1,par.39-41をも と に作 成)
の当事企業に新 しい会計の基礎が生 じる(newaccountingbasisconstituentcompanies)とする会計
処理方法(公 正価値プー リング法)が 示されている。
また,会 計研究叢書第5号 『企業結合の批判的研究』(以下,ARS5と呼ぶ)に おいて提唱された
Wyattの前述の考え方は,G4+1のポジション ・ペーパーにも反映されている。ポジシ ョン ・ペー
パーにおいては,フ レッシュ ・スタート法が実際に適用されているか否かに係 らず,当 該方法をパー
チ ェス法及び持分プー リソグ法 と並ぶ第3の 方法として取 り上げ比較検討 を行っている。G4+1が
従来の基準において採用されたことのないフレッシュ ・スター ト法をあえて取 り上げて検討対象 とし
た背景には,ARS5の影響がある。G4+1は,ポジシ ョン ・ペーパーの冒頭において,「AICPAの2
つの会計調査研究7が,取得企業を識別できないような企業結合については会計の新 しい基礎を設定
すべきであると主張していることに着目している」 と述べている(G4+1,par.21)。ただ し,用語
については,パ ーチ ェス法や持分プーリング法 との混乱を避けるために 「公正価値プーリソグ法」に
代えて 「フレッシュ ・スター ト法」(fresh-startmethod)としている。そして,各 方法の定義付けに
あたっても,会 計の新たな基礎を認識するかどうかにより分類を行 っている。すなわち,図1の よ
うに分類するのである(pars.39-41)。
そして,会計の新たな基礎が全面的あるいは部分的に生 じ,あるいは自己創設無形資産が認識され
るのは,一般に独立第三者間取引により支配が変化するような特に重要な経済的事象が発生した場合
に限られるとしている(G4+1,par.32)。また,企 業結合の様 々な会計処理方法に関する理論的根
拠の相違は支配が変化 したかどうかが原因 となっていると述べている点は興味深い(G4+1,par.
38)。
会計処理については,3つの処理方法が別個に存在しているかのように捉えられているが,新 たな
会計の基礎の認識の有無に着 目すれば,パ ーチェス法 とフレッシュ ・スター ト法 との対比関係が浮び
上がってくるであろう。すなわち,パ ーチェス法とフレッシュ ・スター ト法は被取得企業について評
価替えを行 う点で共通 しており,両者の相違は,取得企業について会計の新たな基礎を認識するかど
うかという点にあるのみである。そのうえで,取 得企業について新たな会計の認識を行 うかどうか
は,取得企業において支配が変化するような重要な経済的事象が生 じたか否かを判断すればよいこと
になる。 したがって,支配が変化 し,重要な経済的事象が生 じているとみなされる対等合併 において
は,取得企業に会計の基礎が変化 していることから持分プー リソグ法ではな く,フレッシュ ・スター
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ト法を適用することが理論的であると考えるのである。
4.フ レ ッシ ュ ス ター ト法 へ
取得企業が識別できない企業結合に対 し取得企業を強制的に決定しパーチェス法を適用することは
会計写像の点で問題があり,代替的方法を認めるぺきであることは前述したとお りである。そして,
その場合の代替的方法としては,当事企業双方にもはや持分の継続はみられないことから,再評価を
行うべきと考える。すなわち,パ ーチェス法を原則 とし例外的にフレッシュ ・スター ト法を認めるべ
きであると考える。
新たな会計の基礎を認識するフレッシュ ・スター ト法の考え方は,1980年代頃から企業結合会計
とは別にニューベイシス会計 として検討 されてきた。その発端は,1982年にFASBによって形成さ
れたプロジェク ト 「連結会計及び関連する問題」(ConsolidationandRelatedMatters)であった。
1991年12月には,討 議資料rニ ューベイシス会計』(NewBasisAccounting)(以下,1991年討議資
料 と呼ぶ)が公表 されている。それによると,ニ ューベイシス会計(newbasisofaccounting)とは,
特定の取引や事象が生じたことによって,事 業体の個別財務諸表における帳簿価額がその事業体の正
しい財務情報を提供しな くなった場合に,事 業体の個々の資産(の れんを含む)と 負債を公正価値で
評価 し直し,事業体の帳簿価額を修正 して新 しい価額に改める会計処理をいう(par.1)。そして,
いつ,ど のような取引又は事象が生じた場合に公正価値で評価すべきかについて,さ まざまな事例を
想定し検討を行 っている。
1991年討議資料によれば,ニ ューベイシス法が適用 される4つの状況が示されている(par.17)。
それは,(1)株式の過半数取得がある場合,(2)多額の借入取引がある場合,(3)更生又はリス トラクチュ
アリングがある場合,(4)会社型ジョイン トベンチャーに対する持分の形成又は売却がある場合であ
る。 これらの うち(1)と(3)は支配の変更に係るものである。(1)は,ある事業体の株式の過半数を取得す
ることによりその事業体を支配することを意味している。新 しい投資者がある事業体の株式の半数を
取得することにより,新しい報告事業体が創設された と考えられるので,ニ ューペイシス会計が適用
される。また,(3)は,破産更生または準更生がある場合に,当該企業は新しくスター トすると考えら
れるのでニューベイシス会計が適用されることになる。準更生についてニューペイシス法を適用する
ことには若干の問題があるとしているが,破産更生については,破産法に基づき保護を申請 した場合
には,そ れ以前の株主は,そ の事業体に対する支配権がな くなり,新 しい報告事業体(更 生後の事業
体)が 創設されることになる。支配の変更があった場合には,従 前の財務諸表数値は何の意味も有さ
な くなる。 この考え方を敷桁すれば,企 業結合においても支配の変更が生 じ従前の支配関係の継続性
が断たれる以上,数 値の評価替えを行うのが妥当であると思われる。(4)のジョイン トベンチャーに対
してフレッシ ュ ・スター ト法を適用することについては,現 在検討が進め られている。
さらに,1991年討議資料によれば,ニ ューペイシス会計は,フ レッシュ ・スター ト法 とステ ッ
プ ・ア ップ法の2つ に分類される(par.49)8。当該資料によれば,フ レッシュ ・スター ト法は,法
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的な更生あるいは準更生の適用を受けた事業体は,そ れ以前の会計記録を一掃し,事業体の個々の資
産 ・負債のすべて,あ るいはそのほとんどについて新 しい会計の基礎を確立する方法であると定義さ
れる。そして,公 正価値評価によって生じた差額は,事業体の持分(払 込資本)と して計上され,以
前に有 していた留保利益は引 き継がれない。一方,ス テップ ・ア ップ法 とは,フ レッシ ュ ・スター ト
法の場合のような新規の事業体の創出ではなく,新しい会計の基礎を認識する事象の発生の前後にお
いて同一であると考えられる事業体について,資 産 ・負債を再評価する方法 とされる。当該方法で
は,従 前の事業体はそのまま継続すると考えられるので,再 評価によって生 じた差額は事業体の稼得
利益又は包括利益 として計上され,留保利益も引き継がれる(pars.49-50)。
フレッシュ ・スター ト法の長所 としてFASBは次のように述べている(FASB[1999]pars.89,
97,130,353)。
(1)企業の再編が行なわれる場合に,実務上,時 としてフレッシュ ・スター ト法が採用されている。
(2)表現の忠実性を高めることができる。
(3)取得企業が識別できないか,も しくは存続企業の実体が大幅に変容するような企業結合には,
フレッシュ ・スター ト法の適用が望ましいことをFASBは認めている。
(4)パー チェス法以外の方法を適用するとすれば,フ レッシュ ・スター ト法がよりよい方法である
とFASBは考えている。
反対にフレッシュ ・スター ト法の欠点は次の通 りである(FASB[1999]pars.131-132)。
(1)企業結合後の企業は比較できる前期の財務諸表がないので,比 較可能性が損なわれる。
(2)フレッシュ ・スター ト法の適用コストは,持 分プー リング法やパーチェス法の適用コス トより
も高 くなる。
(3)取得企業が識別できないような企業結合や,取得企業が実質的に変容するような企業結合は稀
である。
(4)「取得企業が実質的に変容する場合」を定義するのは困難であ り,仮にできたとしてもその判
断の決定には主観性が伴 う。
フレッシュ ・スター ト法の長所を認めながらも,FASBは,コス トの問題や非常に稀なものであ
り,主観性が排除できないことなどから当該方法は採用されなかった。
フレッシュ ・スター ト法を適用するにあたっての理論的な批判 としては,取得企業の評価替えをい
かに説明するのかということがある。取得原価主義 との整合性から被取得企業を公正価値評価するこ
とに対する異論はみられないが,こ れを取得企業にまで広げようとする場合,会計の枠組みか ら外れ
てしまうという危険性が存在するからである。つまり,フ レッシュ ・スター ト法の適用は,準 更生を
擬制するものであり,継続性をベース とした会計基準の考 え方 と相容れないとの批判がある(山 田
[2002]p.125)。この考え方によれば,取得企業にとっては日々の事業活動の最中に,自 社の公正価
値額の測定が行なわれる機会があ り,その価額をもとに株式交換などの外部取引が発生し,そ の価額
の存在が客観的に認識されることをもって企業の公正価値評価を明示するように資産や負債等の会計
一202一
の基礎を変更すべきなのか という問題が生じる(斎藤編著[2002]p.137)。すなわち,継 続企業で
あ りながら常に公正価値評価を行う機会にさらされるというロジックに陥ることになる。
しかし,フ レッシュ ・スター ト法を適用するような状況においては,も はや取得企業に継続性はみ
られないと考える。つま り,更生や準更生の状況にあると擬制すればこの問題は解決されると思われ
る。武田は,対 等合併は単に合併当事会社が従前のまま1つ になることではなく,1つの新 しい組織
体になることであると述べる。また,合併に際しては,当 事企業間で相互の企業評価を行い,そ れに
見合う株式を交付 して行なわれることになり,これは取得企業が識別できる場合であってもそうでな
い場合であ っても同様である。 したがって,対等合併の場合は,当 事企業が相互に清算 して,そ の持
分を再評価 して,新 出発するとみなすことが実態に即 しており,フ レッシュ ・スター ト法を適用すべ
きであると述べる(武 田[2002]p.217)。また,黒 川 も同様 に,企業結合取引の もつ公正な交換取
引としての属性を重視 し,持分プーリング法の廃棄,大 規模なリス トラ ・組織再編の有無 に応 じて
パーチェス法又はフレッシュ ・スタート法の強制を主張 している(黒川[1999]p.274)。
フレッシ ュ ・スター ト法については,現在まで基準設定段階においては何度 も取 り上げられ議論が
試みられてきたが,実際の具体的適用までには至っていない。フレッシュ ・スター ト法には,実行可
能性の点で他の方法よりも困難を伴 う。G4+1は,この方法を適用する場合にはさらなる基準の詰
めの作業が必要であ り,また,財 務諸表作成者及び監査人に対 して問題が生 じ,と りわけ結合後の企
業のすべての資産 ・負債について公正価値評価を行 うことに困難性があると述べている(G4+1,
pars.121-122)o
しかし,公正価値評価を行うことについては次のような見解もみられる。 日本においては,合 併当
事会社の株主が合併を承認するか否かを判断する際に 「合併貸借対照表」の作成が要求されている
(商法第408条ノ2)。合併貸借対照表は,株 主が合併契約書を承認するか否かを判断する資料 となる
ものである。また,合併比率の算定や存続会社の増加資本金の決定に当たっての基礎資料 として,当
事企業両者の資産 ・負債を公正価値で評価 した書類が作成されることになる。 とするな らば,こ れに
基づいて公正価値評価による数値を合算させ ることも可能であるだろう(醍醐[2002]pp.9-11)。
また,こ れに関して中村([1996]p.32)は,合併契約書を作成する段階においては,公正価値プー
リング法による合併貸借対照表が作られているのではないだろうかと述べる。ただし,この合併貸借
対照表は,合併比率などが決定されると用済みとなり廃棄され,直 近の貸借対照表が合併貸借対照表
として使用されていると指摘する。
フレッシ ュ ・スター ト法の適用に際 して,企業評価の困難性などの問題は残されてはいるものの,
両企業を評価替えし合算する点で他の方法に比較 し情報有用性が高いという特質を備えている。会計
の役割 として情報=有用性の観点が益々強まる傾向にあることから,今後の企業結合の会計処理を考え
ていくうえでフレッシュ ・スター ト法の有する意義を大 きく,理論的側面からもさらなる検討がなさ
れなければならないであろう。また,公正価値評価技術の発達 と実務における理解を促進することで
当該方法の適用可能性に係る問題は解消しうるように思われる。
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5.結 び
本論文では,持 分プーリソグ法の問題点を取 り上げ,当該方法が企業結合の会計処理方法 としての
妥当性を有していないことを指摘 した。持分プーリング法によれば,被取得企業を帳簿価額で引継 ぐ
ことから,被取得企業への投資の成果が財務諸表に反映 されないため情報有用性が低 くなる。持分
プー リング法によれば,被 取得企業の利益剰余金の引継ぎが可能であることから,投資利益率や結合
後の成績を良 くみせようとする経営者の選択の裁量がはたらくことになる。そして,と りわけ無形資
産の比率が高いソフト産業を中心 とする企業の結合では,持 分プー リソグ法によれば被取得企業が有
する無形資産の価値を適切に開示することがで きないという問題点を指摘した。持分プーリング法
は,会 計実態に即 して適用されているというよりも,む しろ,適用に伴って生じる様々な利点から恣
意的に選択されていることに留意しなければな らない。この傾向は,日 本においてもみ られる。被取
得企業においては,買 収によって消滅することを嫌うため経営者の体裁を繕 うために対等合併である
ことを強調する日本特有の慣行が見受け られるのである。
これらの点を考慮すれば持分プー リソグ法の適用の妥当性は見出せないことになる。基本的には,
取得企業が識別できる場合には,こ れを取得 とみなしてパーチ ェス法を適用することが妥当である
が,稀 に取得企業が識別できないケース,す なわち対等合併が存在する。対等合併に対 してどのよう
な処理を行 うかが問題 となった。その際,第 一に,すべての企業結合に対 してパーチェス法という単
一の処理方法で処理すべきか,も しくは,代替的処理方法を認めるべきか検討を行った。会計処理方
法を単一化 しても必ずしも経営者の恣意性を排除することはできないことを述べた。そして,会 計の
写像性の点からも,単一の処理方法に限定することは妥当ではないことを指摘した。それよりも,代
替的処理方法を認めることで情報有用性は高まると考える。また,財務諸表の利用者の観点か らも同
様の見解が得 られる。つまり,単一の方法で処理するより,その数値がいかなる方法の適用の結果生
じたかを十分に開示することで,比較可能性の問題を回避できると述べた。
代替的処理方法を認める場合,持 分プーリング法 とフレッシュ ・スター ト法のいずれによるべきか
が次の課題 となった。 この点については,持分プーリング法の論拠 とされる 「持分の継続」 という概
念に対する批判から当該方法の適用を否定した。すなわち,対等合併においては,所 有主持分に何 ら
変化が生 じていないことから,企業結合前後で持分の継続がみられるため持分プーリング法が妥当で
ある とする。 しかし,規模が同等であ り,取得企業が識別できないような対等合併においては,結 合
によって大規模な リス トラクチュア リングが生じており,結合により全 く新 しい企業体が創出すると
考える方が妥当であると言える。対等合併によって,各企業の所有主持分にも変化が生じ,従前のリ
スクや便益とは全 く異なる状況に合併後はさらされることになるのである。
であるならば,結 合当事企業においては,支 配の変化が生じていると考えられることか ら会計の新
たな基礎に基づいて公正価値で評価することが妥当であると考 える。そして,取 得企業及び被取得企
業においては企業結合により継続性が断たれることになるため,更 生や準更生を擬制すべ きであると
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考える。つまり,ニ ューベイシス会計の考え方を根拠にし,再評価の可能性を述べた。ニューベイシ
ス会計の一つとして位置づけられるフレッシュ ・スター ト法は,従前から理論的な検討は行われてき
たが,現時点では基準で実際に採用される段階までには至 っていない。 しかし,実務上,日 本におい
ては合併に際 しては合併比率や増加資本金の算定のための基礎資料 として合併貸借対照表が作成され
ていることから,両企業を公正価値で評価しているのではないかと考えられる。 この点から,フ レッ
シュ ・スター ト法が有する実行可能性の問題を克服することも可能であるように思われる。
今後は,企業結合の会計処理方法としては,パ ーチェス法を原則 とし,例外的なケースに対 しては
代替的処理方法 としてフレッシュ ・スター ト法を適用すべきであると考える。会計の持つ情報提供機
能への期待が高まるなか,フ レッシュ ・スター ト法について理論的側面及び実行可能性の観点からさ
らなる検討を進めていくべきであると考える。
注
1持 分 プー リソ グ 法 を適 用 す る た め には12の適 用 要 件 に 適 合 す る必 要 が あ る こ とか ら合 併 交 渉 の 段 階 で 結 合 条 件
の 調 整 を 図 る こ とに な る。 そ の た め,合 併 交 渉 に 際 し会 計 士 や コン サ ル タ ン トに 対 して 調 整 の た め の 費 用 の支
払 い が行 わ れ る。 ま た,持 分 プー リン グ法 を適 用 す る 企 業 結 合 の 方 がパ ー チ ェス 法 を 適 用 す る場 合 よ りも,結
合 に際 し て よ り多 くの プ レ ミア ム を支 払 っ て い る こ とが 実 証 結 果 とし て示 さ れ て い る 。 この プ レ ミア ムの 支 払
い は,会 計 処 理 の選 択 に よ っ て生 じる利 益 に 対 して 経 営 者 が喜 ん で 支払 う もの とされ て い る(JohnR.Robin-
sonandPhilipB.Shane[1990],pp.25-48)。
2パ ーチ ェ ス法 を適 用 す る場 合 ,公 正 価 値 で評 価 替 え す る こ とか ら償 却 性 資 産 の償 却額 が 増 加 し,利 益 額 に負 担
が 生 じ る こ とに な る。 これ を 「利 益 へ の ペ ナル テ ィー 」 と して い る。 利 益 額 の増 減 は,株 価 へ 影 響 を与 え る こ
とにな る 。
3そ の 他 に も ,持 分 ブ ー リン グ 法 を 廃 止 す れ ば産 業 界 で は 企 業 結 合 活 動 が抑 制 も し くは 新 製 品 の 開 発 を妨 害 す る
こ とにな る ため,政 策 的 な 観 点 か ら 当該 方 法 を廃 止 す べ きで は な い とい う意 見 が み られ た が,政 策 と会 計 基 準
は 区 別 され るべ き で あ り,会 計 基 準 が 企 業 結 合 を 促進 した り抑 制 した りす べ き で は な い と し,そ の た め に持 分
プ ー リソ グ 法 を 存 続 さ せ る こ とは 妥 当 で は な い と され た 。
4無 形 資産 の 評 価 の 問 題 に つ い て はLev[2000]など に詳 しい。
5持 分 プー リソ グ 法 の 存 続 を め ぐっ て の 議 論 が 活 発 化 す る な か で ,1990年代 に お い て は,持 分 ブー リン グ法 の廃
止 を根 拠 付 け る よ う な 実証 的 な 研 究 が 多 くみ られ た。 パ ー チ ェス 法 を適 用 した場 合 と持 分 プ ー リン グ 法 を適 用
し た場 合 とで 財 務 報 告 が株 価 へ い か な る影 響 を 及 ぼ す か とい う こ と が検 討 の 中 心 とな っ て い た 。 た とえ ば,
Hopkins[2000]は,パーチ ェス 法 を適 用 し,の れ ん を規 則 的 に 償 却 す る場 合 に 株 価 予 測 は最 も低 い もの に な
り,持 分 プー リン グ法 を適 用 して い る場 合 とパ ー チ ェス 法 を 適 用 し即 時 に償 却 を 行 う場 合 とで は,ア ナ リス ト
の 株 価予 測 に 大 して 相違 は み られ な か った と結論 付 け た 。 この 他 に もBenjaminC.Ayers,CraigE.Lefanowicz,
andJohnR.Robinson[2000],"TheFinancialStatementEffectsofEliminatingthePooling-of-lnterestsMethod
ofAccounting",AccountingHon'zons,Vol.14,No.1,march,pp.1-18,LindaVilcent[1997],``EquityValuation
ImplicationsofPurchaseversusPoolingAccounting",The/burnalOfFina刀cialStαtement∠4nalysis.,summer.pp.
5-18などが あ る。
61970年か ら1973年の 間 にAICPAは ,APB16に対 す る39の解 釈 指 針 を 公 表 し,SECは この 期 間 に企 業 結 合 に
関 係 す る3つ の 連 続 通 牒i(AccountingSeriesRelease)第130号,第135号,第146号を 公 表 し た と さ れ る
(RaybumandPower[1991]pp.182-183)。
7ASR5及 びGeorgeR.Catlett,andNomanO.Olsen[1968],AccountingResearchStUdyNo.10,Accountingfor
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Goodwill.の2つを指す。
8会計上ものれんの資産計上を認めるか否かでフレッシュ ・スター ト法はさらに2つ の会計処理方法に分類され
る。のれんの資産計上を認める方法を 「相互パーチ ェス法」 と呼び,の れんを所有主持分から控除するもの一
資産計上せずのれん評価分の資本の増加がない方法を「公正価値プー リソグ法」と呼ぶ(黒川[1999],p.251)。
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